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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

　　　回　　　　　　次
第63期

当第３四半期
連結累計期間

第63期
当第３四半期
連結会計期間

第62期

　　　会　　計　　期　　間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 174,574 61,168 233,826

経常利益 (百万円) 11,437 4,943 8,969

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,553 2,093 3,575

純資産額 (百万円) ― 181,654 180,940

総資産額 (百万円) ― 238,142 228,261

１株当たり純資産額 (円) ― 1,652.56 1,639.23

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 50.58 19.07 32.57

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 76.17 78.83

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 10,471 ― 10,963

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 3,280 ― △ 11,504

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 2,378 ― △ 4,032

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 35,942 31,389

従業員数 (人) ― 4,324 4,128

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ　　　　

　　 　　ん。　　　　
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業内容に　　　　　　　

　　　　　　ついて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年12月31日現在

従業員数(人) 4,324〔1,295〕

(注)　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年12月31日現在

従業員数(人)  2,250

(注)　従業員数は就業人員数(当社からグループへの出向者・嘱託・休職者を除く)であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであ

ります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

食料品 47,589

香辛食品類 15,145

加工食品類 11,485

調理済食品類 8,976

飲料・スナック類他 11,984

運送・倉庫業他 ―

合計 47,589

(注) １　金額は販売価格により算出しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

主要製品の受注生産は行っておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであ

ります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

食料品 58,260

香辛食品類 16,340

加工食品類 12,379

調理済食品類 10,203

飲料・スナック類他 19,337

運送・倉庫業他 2,908

合計 61,168

(注) １　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次の通りであります。

　

相手先

当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 割合(％)

加藤産業㈱ 9,317 15.2

国分㈱ 6,639 10.9

㈱菱食 6,465 10.6

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1) 経営成績

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、米国に端を発する世界的金融危機の深刻化や株式・為替

相場の大幅な変動の影響を受け、景気は後退局面に入ってまいりました。生活関連分野におきましては、

消費者マインドの冷え込みとともに小売店における廉価販売の強化もあり、厳しい選別消費の傾向が続

いております。

このような状況のもと、当社グループは、平成18年４月よりスタートした３ヵ年の第二次中期計画の最

終年度を迎え、具体的実行計画の推進による業績の向上をめざしてまいりました。

売上面におきましては、コア事業であるカレー、シチュー、スパイス、レトルトが内食回帰や米飯回帰の

なか、順調に推移いたしました。また、健康食品、飲料、米国豆腐事業のコア育成事業では、年末年始の最需

要期に向けて積極的な販売促進活動を実施した「ウコンの力」が大きなご支持をいただきましたもの

の、飲料製品が苦戦いたしました。これらの結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は61,168百万円と

なりました。

一方利益面では、「ウコンの力」や主力のカレー製品などの増収に加え、コストダウン活動の継続的取

組やマーケティングコストの効果的運用などが奏効し、営業利益は4,857百万円、経常利益は4,943百万

円、四半期純利益は2,093百万円となりました。

なお、当社は平成20年４月１日より、従来、販売費及び一般管理費に計上しておりました経費の一部を

販売価格から差し引き、ネット化する販売制度の変更を実施しております。

　

事業の種類別セグメントの業績を示すと次の通りであります。

① 食料品

カレー製品では、継続的なキャンペーン活動を行った結果、ルウカレー製品「こくまろカレー」や、

レトルトカレー製品「カリー屋カレー」が好調に推移いたしましたほか、新製品「カレー鍋つゆ」が

大きなご支持をいただきました。シチュー製品では、需要喚起のマーケティングに注力しました主力の

「シチューミクス」や「北海道チャウダー」が好調に推移いたしました。また、カップ製品では「スー

プdeおこげ」が売上拡大に寄与いたしました。

健康食品では、「ウコンの力＜カシスオレンジ味＞」、「黒ニンニクの力」の新発売により、ライン

ナップの強化と購入層の拡大を図り、売上を伸長いたしました。飲料製品では、「六甲のおいしい水」

は厳しい価格競争の影響から減収となりました。

海外事業においては、米国の豆腐事業が東部地区での取扱が増加したことなどから売上を伸長しま

したほか、中国のルウカレー事業が好調に推移しております。また、東アジア圏や米国において店舗展

開を進めているカレーレストラン事業も、中国を中心に着実に業容を拡大しております。

業務用製品では、レトルト製品が低調に推移しました結果、全体では前年実績を下回りました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の食料品の売上高は58,260百万円、営業利益は5,791百万円

となりました。
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② 運送・倉庫業他

物流事業のハウス物流サービス㈱は、グループ外取引が底堅く推移しましたものの、当社グループの

飲料製品の売上が減少した影響によりグループ内取引が伸び悩んだ結果、減収となりました。

食品分析事業のハウス食品分析テクノサービス㈱は、グループ内外ともに取引を拡大いたしました。

以上の結果、当第３四半期連結会計期間の運送・倉庫業他の売上高は2,908百万円、営業利益は56百

万円となりました。

　

(2) 財政状態

総資産は238,142百万円となり、第２四半期連結会計期間末に比べて5,121百万円の増加となりました。

　流動資産は、譲渡性預金の満期償還等に伴い有価証券等が減少した一方、現金及び預金や受取手形及び

売掛金等が増加しましたことなどから、4,635百万円増加の104,501百万円となりました。固定資産は、償

却によるのれんの減少や、１年内償還予定債券を有価証券に振り替えたことなどにより投資有価証券が

減少した一方、リース資産等が増加しましたことなどから、486百万円増加の133,641百万円となりまし

た。

　負債は56,488百万円となり、第２四半期連結会計期間末に比べて5,926百万円の増加となりました。

　流動負債は、支払手形及び買掛金や未払法人税等が増加しましたことなどから、2,356百万円増加の

46,722百万円となりました。固定負債は、繰延税金負債等が減少した一方、リース債務等が増加しました

ことなどから、3,570百万円増加の9,766百万円となりました。

　純資産は、利益剰余金等が増加した一方、その他有価証券評価差額金等が減少しましたことなどから、第

２四半期連結会計期間末に比べて805百万円減少の181,654百万円となりました。

　この結果、自己資本比率は第２四半期連結会計期間末の78.2％から76.2％となり、１株当たり純資産は

1,659円54銭から1,652円56銭となりました。
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(3) キャッシュ・フロー

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は35,942百万円となり、第２四半期連結会計

期間より69百万円増加いたしました。

　

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りでありま

す。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は2,637百万円となりました。これは

主に税金等調整前四半期純利益4,401百万円、減価償却費1,600百万円、仕入債務の増加2,668百万円、売

上債権の増加5,672百万円などによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は1,240百万円となりました。これは

主に有形固定資産の取得による支出1,897百万円、及び有価証券の取得による支出598百万円が、有価証

券の売却による収入1,530百万円を上回ったことなどによるものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は1,187百万円となりました。これは

主に配当金の支払額1,129百万円、及び短期借入金の返済による支出528百万円が、短期借入れによる収

入545百万円を上回ったことなどによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内

容等（会社法施行規則第127条各号に掲げる事項）は次の通りであります。

　

1. 基本方針の内容

当社は、当社の企業価値の源泉が、当社及びその子会社（以下「当社グループ」といいます。）が永

年に亘って培ってきた経営資源に存することに鑑み、特定の者またはグループが当社の総議決権の

20％以上の議決権を有する株式を取得することにより、当社グループの企業価値または株主のみなさ

まの共同の利益が毀損されるおそれが存する場合には、かかる特定の者またはグループは当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令及び定款によって許容される限

度において当社グループの企業価値または株主のみなさまの共同の利益の確保・向上のための相当な

措置を講じることを、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針とし

ております。

EDINET提出書類

ハウス食品株式会社(E00462)

四半期報告書

 8/29



当社グループの企業価値の源泉は、第一にルウ製造技術や粉末化技術、レトルト技術、アセプティッ

ク（無菌充填）技術などの当社独自の研究・技術開発力と、これらの技術に支えられた独創的な製品

開発力、第二に家庭用や業務用、常温やチルド等、業態や温度帯の枠にとらわれず、さまざまな製品、メ

ニューを通じて、新たな価値と豊かな食卓をお届けする豊富なラインナップ、第三に「バーモントカ

レー」、「シチューミクス」、「とんがりコーン」など、長年ご愛顧いただくロングセラーブランドや、

高いマーケットシェアを誇るトップブランドを数多く有すること、第四にISO9001やHACCPにより運用

される生産体制や品質保証部による安全・安心の製品をお届けするこだわりの品質保証体制、第五に

広告宣伝や営業・販促活動など、当社製品をお客さまに幅広く効果的にお伝えする高いマーケティン

グ力等であり、これら創業以来培ってまいりました有形無形の財産と、お取引先、お得意先との長年に

亘る堅い信頼関係によって、安心と信頼のブランド「ハウス」は醸成されてまいりました。

少子・高齢化が進行し、価格競争の激化する厳しい市場環境のなか、当社が、食に関わる企業として

企業価値及び株主のみなさまの共同の利益を確保、向上させるためには、製品の高い安全性と品質の保

証及びその安定的な供給体制に加え、各製品事業において当社を取り巻く国内外のステークホルダー

との間に築かれた信頼関係が必要不可欠です。

　

2. 基本方針実現のための取組

(a) 基本方針の実現に資する特別な取組

1) 中期計画について

当社は、「新価値創造、健康とおいしさ発信企業」を10年後のめざす企業像とし、“真のお客さま

満足の獲得”(Customer Satisfaction)、“チャレンジ精神の発揮”(Challenge Spirit)、“変革意

識と行動のスピードアップ”(Change Speed）の『３ＣＳ』をキーワードとする３ヵ年の第二次中

期計画を平成18年４月よりスタートいたしました。中期計画では、コア事業、コア育成事業、周辺事

業、新規事業、海外事業、国内関連事業など、当社及び当社グループの事業構成とその方向性を明確に

し、選択と集中による経営資源の配分見直しを継続的に進め、これら将来の布石を着実に打つことに

より、今後の収益基盤の確立に努めるとともに、資本効率を高める積極的な事業投資、設備投資を行

い、一層の企業価値の向上、ひいては株主共同の利益の最大化に取り組んでおります。

　

2) コーポレート・ガバナンスの強化について

当社は、平成16年６月に監査体制の一層の充実を図るため社外監査役１名を増員しましたほか、同

年７月より執行役員制度を導入し、経営戦略機能と業務執行機能の分担を明確にするとともに、権限

委譲に伴う意思決定のスピードアップと活力ある組織運営に努めてまいりました。また、平成20年６

月には、業務執行機関に対する監督機能の強化のため社外取締役を選任いたしました。今後も、より

一層のコーポレート・ガバナンスの強化を進めてまいります。
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(b) 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組

当社は、平成19年２月９日開催の取締役会において「当社株式の大量取得行為に関する対応策

（買収防衛策）」 (以下「本プラン」といいます。)の導入を決議するとともに、本プランに関する

承認議案を第61期定時株主総会に提出し、決議いたしました。

本プランは、当社株式の20％以上を取得しようとする者が従うべき手続を定めています。

具体的には、当社株式の20％以上の大量取得行為を行おうとする者（以下「大量取得者」といい

ます。）は、大量取得行為の実行に先立ち、必要な情報を当社に対して提供していただきます。この情

報が提供されますと、当社経営陣から独立した社外監査役及び社外の有識者などによって組織され

る独立委員会が、適宜取締役会に対しても、大量取得行為の内容に対する意見や代替案の提供を要求

いたします。独立委員会は、大量取得者と取締役会の双方から情報を受領した後原則として60日間、

外部専門家の助言を得ながら、大量取得行為の内容や当社取締役会の代替案について検討し、取締役

会を通じて、大量取得者と協議、交渉を行います。また、取締役会は、適宜株主のみなさまへの情報開

示等を行います。

大量取得者が、本プランの手続に従わない場合や、大量取得者によって提供された情報から、その

大量取得行為により当社の企業価値または株主共同の利益が害されるおそれがあると認められ、新

株予約権の無償割当て等の対抗措置を発動することが相当であると独立委員会が判断した場合に

は、独立委員会は取締役会に対して対抗措置の発動を勧告します。

独立委員会からこのような勧告がなされ、対抗措置として新株予約権の無償割当てを実施する場

合、取締役会は、その時点における当社以外の全ての株主のみなさまに対して、その保有する株式１

株に対し１個の新株予約権を、無償で割り当てます。この新株予約権には、大量取得者による行使は

認められないという行使条件と、当社が大量取得者以外の者から当社株式の交付と引換えに新株予

約権を取得することができるという内容の取得条項を付すことがあり得るとされており、また、時価

より格段に安い価格で行使することが可能とされています。

大量取得者以外の株主のみなさまがこの新株予約権を行使し、行使価額の払込みをすれば、新株予

約権１個あたり当社株式１株を受け取ることとなり、その一方、大量取得者はこれを行使することが

できない結果、大量取得者が保有する当社株式は希釈化されることになります。

また、当社は、大量取得者以外の株主のみなさまからこの新株予約権を取得し、それと引換えに当

社普通株式を交付することがあり、この場合には、大量取得者以外の株主のみなさまは行使価額の払

込みをすることなく、当社普通株式を受け取ることになります。

一方、独立委員会は、大量取得者が対抗措置の発動要件に該当しない、または対抗措置を発動する

ことが相当でないと判断した場合には、対抗措置を発動しないことを取締役会に勧告します。

さらに、独立委員会は、対抗措置の発動の是非について判断に至らない場合には、検討期間の延長

を決定することもあります。

これらの独立委員会の勧告や決定は、適切に株主のみなさまに情報開示されるとともに、取締役会

は、この独立委員会の勧告を最大限尊重するものといたします。

なお、本プランの有効期間は、第61期定時株主総会終結後３年内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会終結の時までとしています。

　

3. 具体的取組に対する当社取締役会の判断及びその理由

当社の第二次中期計画は、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるため

の具体的方策として策定されたものであり、また、本プランは、前記２．に記載の通り、その内容におい

て公正性・客観性が担保される工夫がなされ、かつ、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目

的をもって導入されたものであり、当社取締役会としては、いずれも当社の基本方針に沿うものである

と判断しております。
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※独立委員会委員略歴

独立委員会委員３名の略歴は以下の通りであります。

　

由本　泰正（ゆもと　やすまさ）

（略　歴）

昭和11年生まれ

昭和40年４月　弁護士登録（現）

昭和55年１月　由本・高後・森法律事務所（現由本・太田・宮崎法律事務所）開設

平成15年６月　当社社外監査役（現）
　

小谷　茂雄（こだに　しげお）

（略　歴）

昭和12年生まれ

昭和35年４月　郡是製糸株式会社（現グンゼ株式会社）入社

昭和62年２月　同社取締役

昭和63年６月　同社常務取締役

平成４年６月　同社代表取締役専務取締役

平成14年６月　同社代表取締役社長、ＣＯＯ

平成16年６月　同社代表取締役社長、ＣＥＯ兼ＣＯＯ兼ＣＭＯ

平成17年６月　同社代表取締役社長、社長執行役員、ＣＥＯ兼ＣＯＯ

平成18年６月　同社代表取締役会長、ＣＥＯ

平成20年６月　同社相談役（現）
　

砂川　伸幸（いさがわ　のぶゆき）

（略　歴）

昭和41年生まれ

平成元年４月　新日本証券株式会社（現新光証券株式会社）入社

平成７年３月　神戸大学大学院経営学研究科博士課程修了

平成７年４月　神戸大学経営学部助手

平成10年４月　神戸大学経営学部助教授

平成11年４月　神戸大学大学院経営学研究科助教授

平成19年４月　神戸大学大学院経営学研究科教授（現）

　　　　　　　(平成12年　神戸大学 経営学 博士)

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、913百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設等

のうち完了したものは以下の通りであります。

会社名
事業所名

所在地
事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
投資総額
（百万円）

資金調達方法

着手及び完了

着手 完了

 ハウス物流
 サービス㈱

愛知県小牧市 運送・倉庫業他
物流拠点の新
設

        4,781
ファイナンス
・リース

平成20年
　　２月

平成20年
　　10月

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　完成後の増加能力については、現時点で算出することが困難であるため、記載は行っておりません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 391,500,000

計 391,500,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 110,878,734110,878,734

東京証券取引所
（市場第１部）
大阪証券取引所
（市場第１部）

単元株式数は100株であり
ます。

計 110,878,734110,878,734― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年12月31日 ― 110,879 ― 9,948 ― 23,815
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(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

(注)　スティール・パートナーズ・ジャパン・ストラテジック・ファンド・オフショア・エル・ピーとリバティ・ス

クェア・アセット・マネジメント・エル・ピーの共同で、平成21年１月９日付で大量保有報告書（変更報告書）

及び平成21年１月15日付で訂正報告書が関東財務局長に提出され、平成21年１月５日現在で以下の株式を所有し

ている旨の報告を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期間末の実質所有株式数の確認が出来ており

ません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下の通りであります。

大量保有者 住所
所有株式数
(百株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

スティール・パートナーズ・
ジャパン・ストラテジック・
ファンド・オフショア・エル・
ピー

c/o Morgan Stanley Fund
Services(Cayman)Ltd.
P.O. Box2681 GT,Century Yard,4th 
Floor,Cricket Square,Hutchins Drive,
George Town,Grand Cayman,
Cayman Islands,British West Indies

53,855 4.86

リバティ・スクェア・アセット
・マネジメント・エル・ピー 

Corporation Trust Center,1209 Orange
Street,County of Newcastle, 
Wilmington,Delaware 19801,U.S.A.

11,169 1.01

計 ― 65,024 5.86

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
　普通株式

1,106,000
― ―

完全議決権株式(その他)
　普通株式

109,654,600
1,096,546 ―

単元未満株式
　普通株式

118,134
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 110,878,734 ― ―

総株主の議決権 ― 1,096,546 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が1,300株含まれております。また、「議決権の

数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数13個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
　ハウス食品㈱
 

大阪府東大阪市御厨栄町
１丁目５番７号

1,106,000 ― 1,106,000 1.00

計 ― 1,106,000 ― 1,106,000 1.00
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 1,6251,7241,7801,8421,8181,8001,7091,6451,619

最低(円) 1,4291,5221,6541,5701,6821,5261,3311,4241,510

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はございません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

　なお、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累

計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成20年８月７日　内閣府令第50号)附則第７条第１項第５

号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,808 31,409

受取手形及び売掛金 ※２
 48,928 39,817

有価証券 21,888 4,371

商品及び製品 6,908 6,623

仕掛品 1,021 840

原材料及び貯蔵品 3,280 3,023

繰延税金資産 2,997 3,041

その他 1,684 1,690

貸倒引当金 △11 △8

流動資産合計 104,501 90,806

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 20,691 21,395

機械装置及び運搬具（純額） 10,990 12,628

土地 27,044 27,113

建設仮勘定 1,004 274

リース資産（純額） 5,007 －

その他（純額） 1,101 1,257

有形固定資産合計 ※１
 65,837

※１
 62,667

無形固定資産

のれん 11,302 14,503

ソフトウエア 3,128 1,879

ソフトウエア仮勘定 92 1,166

その他 169 191

無形固定資産合計 14,691 17,739

投資その他の資産

投資有価証券 43,776 48,932

長期貸付金 159 34

繰延税金資産 61 208

長期預金 2,100 2,100

前払年金費用 4,239 3,191

その他 2,969 2,779

貸倒引当金 △191 △195

投資その他の資産合計 53,113 57,049

固定資産合計 133,641 137,455

資産合計 238,142 228,261
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※２
 25,733 20,156

短期借入金 675 603

未払金 12,273 14,719

未払法人税等 3,480 1,748

役員賞与引当金 42 76

その他 4,517 3,954

流動負債合計 46,722 41,255

固定負債

長期未払金 1,117 846

繰延税金負債 903 1,871

退職給付引当金 2,473 2,731

役員退職慰労引当金 33 20

リース債務 4,678 －

その他 563 598

固定負債合計 9,766 6,066

負債合計 56,488 47,321

純資産の部

株主資本

資本金 9,948 9,948

資本剰余金 23,868 23,868

利益剰余金 146,943 143,977

自己株式 △1,320 △1,311

株主資本合計 179,439 176,483

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,717 3,755

為替換算調整勘定 △753 △289

評価・換算差額等合計 1,963 3,465

少数株主持分 251 992

純資産合計 181,654 180,940

負債純資産合計 238,142 228,261
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 174,574

売上原価 94,545

売上総利益 80,028

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 9,516

運送費及び保管費 5,765

販売手数料 3,906

販売促進費 23,424

給料手当及び賞与 9,033

役員賞与引当金繰入額 42

役員退職慰労引当金繰入額 13

減価償却費 845

のれん償却額 3,083

賃借料 990

試験研究費 2,770

その他 9,840

販売費及び一般管理費合計 69,227

営業利益 10,801

営業外収益

受取利息 302

受取配当金 225

持分法による投資利益 197

その他 201

営業外収益合計 926

営業外費用

支払利息 37

為替差損 214

その他 39

営業外費用合計 290

経常利益 11,437

特別利益

固定資産売却益 16

投資有価証券売却益 2

その他 8

特別利益合計 26

特別損失

固定資産除却損 134

投資有価証券評価損 482

退職給付制度改定損 129

その他 95

特別損失合計 840

税金等調整前四半期純利益 10,623

法人税等 5,110

少数株主損失（△） △40

四半期純利益 5,553
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 61,168

売上原価 32,788

売上総利益 28,380

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 2,979

運送費及び保管費 1,863

販売手数料 1,420

販売促進費 8,379

給料手当及び賞与 2,959

役員賞与引当金繰入額 14

役員退職慰労引当金繰入額 5

減価償却費 296

のれん償却額 1,029

賃借料 313

試験研究費 913

その他 3,353

販売費及び一般管理費合計 23,522

営業利益 4,857

営業外収益

受取利息 104

受取配当金 16

持分法による投資利益 36

その他 50

営業外収益合計 206

営業外費用

支払利息 12

為替差損 93

その他 15

営業外費用合計 120

経常利益 4,943

特別利益

固定資産売却益 16

その他 5

特別利益合計 21

特別損失

固定資産除却損 23

投資有価証券評価損 482

その他 59

特別損失合計 563

税金等調整前四半期純利益 4,401

法人税等 2,318

少数株主損失（△） △10

四半期純利益 2,093
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 10,623

減価償却費 4,533

のれん償却額 3,083

持分法による投資損益（△は益） △197

投資有価証券評価損益（△は益） 483

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △33

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13

退職給付引当金の増減額（△は減少） △258

受取利息及び受取配当金 △528

支払利息 37

為替差損益（△は益） 45

投資有価証券売却損益（△は益） 44

固定資産売却損益（△は益） △13

固定資産除却損 134

売上債権の増減額（△は増加） △9,163

たな卸資産の増減額（△は増加） △739

仕入債務の増減額（△は減少） 5,853

未払賞与の増減額（△は減少） △267

その他の資産の増減額（△は増加） △1,301

その他の負債の増減額（△は減少） 638

小計 12,987

利息及び配当金の受取額 842

利息の支払額 △39

法人税等の支払額 △3,318

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,471

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △16

定期預金の払戻による収入 20

有価証券の取得による支出 △1,697

有価証券の売却による収入 5,328

有形固定資産の取得による支出 △5,305

有形固定資産の売却による収入 17

無形固定資産の取得による支出 △822

投資有価証券の取得による支出 △27

投資有価証券の売却による収入 11

子会社の自己株式の取得による支出 △668

貸付けによる支出 △120

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,280
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,202

短期借入金の返済による支出 △1,126

リース債務の返済による支出 △90

自己株式の取得による支出 △9

配当金の支払額 △2,337

少数株主への配当金の支払額 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,378

現金及び現金同等物に係る換算差額 △261

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,553

現金及び現金同等物の期首残高 31,389

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 35,942
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

　会計処理基準に関する事項の変更

　１　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月
５日　企業会計基準第９号）を適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切
下げの方法）に変更しております。また、この変更に伴い、従来、営業外費用に計上していた原材料等廃棄損
については、売上原価に計上しております。
　この結果、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益は174百万円、経常利益
及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ４百万円減少しております。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　２　連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用

第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱
い」（企業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を適用し、連結決算上必要な修正を
行っております。
　この結果、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の利益剰余金が171百万円減少し
ておりますが、損益への影響は軽微であります。

　３　リース取引に関する会計基準等の適用

第１四半期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日
　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を早期に
適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処
理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しております。また、
リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続
き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　この結果、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間のリース資産が有形固定資産に
5,007百万円、リース債務が流動負債のその他に328百万円、固定負債に4,678百万円計上されておりますが、
損益への影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調

整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　なお、「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」を「法人税等」として一括掲記しております。

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人税法の改正を契機として、機械

装置の耐用年数について見直しを行い、第１四半期連結会計期間より改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更

しております。

　この結果、従来の耐用年数によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益は、それぞれ141百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

EDINET提出書類

ハウス食品株式会社(E00462)

四半期報告書

23/29



【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は110,259百万円　

　であります。

 

※２　当第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処

理については、満期日に決済が行われたものとして

処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の当第３四半期連結会計期

間末日満期手形が、当第３四半期連結会計期間末残

高から除かれております。　　　　

受取手形及び売掛金 17百万円

支払手形及び買掛金 167百万円

 

　３　偶発債務

　　(1)従業員の銀行借入に対する保証

住宅資金 22百万円

　　(2)取引先の金銭債務に対する保証

㈱妙高ガーデン　　 5百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額は107,526百万円

であります。

 

　　　　　　　　　　　―――

 

 

　３　偶発債務

(1)従業員の銀行借入に対する保証

住宅資金 27百万円

(2)取引先の金銭債務に対する保証

㈱妙高ガーデン　　 8百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 17,808百万円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資(有価証券) 18,150百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △16百万円

現金及び現金同等物 35,942百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式(千株) 110,879

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式(千株) 1,108

　

３　新株予約権に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,208 11平成20年３月31日 平成20年６月27日

平成20年11月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 1,207 11平成20年９月30日 平成20年12月８日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

食料品
（百万円）

運送・倉庫業他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 58,260 2,908 61,168 ― 61,168

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

6 3,250 3,255 (3,255) ―

計 58,265 6,158 64,423 (3,255) 61,168

営業利益 5,791 56 5,846 (989) 4,857

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

食料品
（百万円）

運送・倉庫業他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 166,079 8,494174,574 ― 174,574

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

9 9,701 9,710 (9,710) ―

計 166,088 18,195184,283(9,710)174,574

営業利益 13,465 321 13,786 (2,984) 10,801

(注) １　事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。

２　各事業の主な製品

(1) 食料品　……………　食品、飲料、レストラン

(2) 運送・倉庫業他　…　運送・倉庫業等

３　すべての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。

４　「その他の事業」として認識しております食品分析事業及び保険代理業等につきましては、その重要性が僅少

でありますので、運送・倉庫業他に含めて記載しております。

５　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載の通り、第１四半期連結会計期間

より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比べ

て、当第３四半期連結累計期間の食料品の営業利益は174百万円減少しております。

６　「追加情報」に記載の通り、当社及び国内連結子会社は、減価償却資産の耐用年数等に関する平成20年度法人

税法の改正を契機として、機械装置の耐用年数について見直しを行い、第１四半期連結会計期間より改正後の

法人税法に基づく耐用年数に変更しております。この結果、従来の耐用年数によった場合と比べて、当第３四

半期連結累計期間の食料品の営業利益は141百万円増加しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める本国の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

　当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計

期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

 
１株当たり純資産額　　　　　　1,652円56銭
 

 
１株当たり純資産額　　　　　　1,639円23銭

 

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 181,654 180,940

純資産の部の合計額から控除する金額
(百万円)

251 992

　(うち少数株主持分)(百万円)   (251) (992)

普通株式に係る四半期連結会計期間末
(連結会計年度末)の純資産額(百万円)

181,403 179,949

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期連結会計期間末(連結会計年度末)
の普通株式の数(千株)

109,771 109,776

　

２　１株当たり四半期純利益金額

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額　　　　　　50円58銭 １株当たり四半期純利益金額　　　　　　19円07銭

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりま

せん。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期純利益(百万円) 5,553 2,093

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 5,553 2,093

普通株式の期中平均株式数(千株) 109,774 109,772

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成20年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。

①中間配当による配当金の総額 1,207百万円

②１株当たりの金額 11円00銭

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成20年12月８日

(注) 平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支

       払いを行います。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月６日

　

ハ　ウ　ス　食　品　株　式　会　社

     取　締　役　会　御　中

　

　

監査法人 ト　ー　マ　ツ

　

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士　 山　　田　　美　　樹 印

　

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 松　　嶋　　康　　介 印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハウ

ス食品株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハウス食品株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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